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Abstract

l>j　憶　tli ui

We study the effect of the strategic trade policy on the choice between two commercial transactions,

namely, renting and selling, by domes也c and foreign丘rms in a durable good market in a third country.

Our analysis indicates that an export subsidy may be posi也ive or negative (an export tax) in the stra-

tegic choice between ren血ig and selling. In addition, we五nd that both firms select renting as the unique

Nash equilibrium.

1.はじめに

本稿の目的は耐久財を導入した寡占市場において戦略的貿易政策の効果を検討することであるo

耐久財とは経済学が一般的に扱う財と異なり、次のような性質であるo

Durable goods are bought only once in a longtime and can be used for longtime, for example, cars,

houses, and land.1'

このような性質を持つ財についての興味深い最初の分析はCoase(1972)によるものである。彼は

独占市場における耐久財市場を考え、耐久財を販売する独占企業は以下のような問題に直面するこ

とを指摘している。耐久財をいったん購入した需要者は再度購入する必要はないOそのため、現時

点において耐久財を購入することを考える需要者は耐久財を購入した需要者の需要分だけ将来の需

要量が減少することを予想するoつまり、耐久財の将来価格が低下することを予想し、競時点にお

ける消費を抑制しようとするOこの結果、耐久財を販売しようとする独占企業は通常の財以上に販

売価格を引き下げなければならないoこのため、耐久財のレンタルが可能であるならば、独占企業

1)以上の説明はShy (1996)の80頁に依拠している。



経済学紀要　第31巻　第1/2号

は販売よりもレンタル(リース)を選択する。

Coaseのこのような指摘をモデル分析で明らかにしたのはBulow(1982、 1986)であり、そのほ

かStokey(1981)、 Bond and Samuelson(1984) 、 Driskill(1997)等の研究が存在するO戦略的貿易

政策との関連で耐久財の分析はDriskilland Horowitz(1996)が存在するO彼らは動学的なフレーム

ワークの中で耐久財タイプのBranderand Spencer(1985)型の複占市場を考えているoこのもとで、

自国企業と外国企業が共に販売という形態で第三国への輸出を行うとき、自国政府の最適な政策は

輸出補助金ではなく、輸出税であることを示した。耐久性を内生的に決定する複占市場を前提とし

て戦略的貿易政策が耐久性の水準にどのような影響を与えるのかを分析したものとしてGoering

and Pippenger(2002)が存在するo彼らは自国企業と外国企業がそれぞれ耐久財の耐久性2)を決定し、

第1期および第2期の期首時点において自国政府と外国政府がそれぞれ各期の輸出補助金あるいは

輸出税の水準を決定するようなモデルを考えている。彼らの分析ではDriskill and Horowitz(1996)

とは異なり、輸出税が必ずしも最適な政策ではないことが示されているo　また、輸出補助金政策

(翰出税)が耐久性の決定に影響を与えることを示している。

本稿と直接関係のある研究はPoddar(2004)である。 2期間の耐久財型の複占モデルを考え、 2企

業が耐久財を供給する方法としてレンタルと販売のいずれかの形式を採用した後、 2期間にわたり

財の供給が行われている。このモデルのメリットは2期間であることで、最終の第2期においては

レンタルも販売もその経済効果が同一となる3)o従って、レンタルと販売の選択が重要となるのは

第1期のみとなり、分析は容易となっているOこの論文では複占市場における両企業は共に販売を

選択するのが支配戦略として導出される。この結論はCoase(1972)の結論とは異なるものである。

その背景は次のように考えることができる。第2期は既に述べたようには供給方法に関係ない。あ

る企業が第1期においてレンタルを採用し、ライバル企業が販売を採用した場合、販売を採用した

企業は供給量を抑制して、価格を引き上げ、利益を上昇させることができる反面、レンタルを採用

した企業はレンタル価格を大幅に引き下げなければならないために、十分な利益を獲得できない。

このため、両企業はCoase(1972)が主張するようにレンタルを採用した方が望ましいにもかかわら

ず、囚人のジレンマ的な状況から共に販売を採用せざるを得ないことになるo

Poddar(2004)をより一般的に拡張し、戦略的貿易政策に応用したのがTakahashi(2006)であるo

Takahashi(2006)はPoddar(2004)のような単純な線形型の需要関数ではなく、より一般的な需要関

数を前捷として分析しているo更にBrander-Spencerタイプの戦略的貿易政策を分析しているが、

自国政府による輸出補助金(翰出税)のタイミングを供給方法を決定する以前と以後に分けたケース

2)彼らの分析では耐久性とは第1期に供給された財が第2期までに使用可能な比率をもって示している。

そしてこの耐久性は企業が内生的に決定可能な状況を考えている。

3I第2期に販売される耐久財は第2期の時点でその価値が失われる。レンタルで供給してもレンタル期間

は第2期で終了し、対象となる耐久財は第2期でその価値が失われるので、いずれの方法を採用しても

第2期では同じ経済効果となる0
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を考え、自国政府が販売方法にコミット出来るケースと出来ないケースとして考察しているD又自

国政府による政策を各期の期首時点で決定するケースを考えているO本稿は'I独ahashi(2006)をよ

り単純にしたものである　Poddar(2004)の単純な線形モデルを用いて戦略的貿易政策の効果を検

討している。政策のタイミングは自国企乗と外国企業が供給方法を決定した後に限定している。し

かし、単純なモデルであるが導出された結論は戦略的貿易政策がPoddar(2004)が主張するような

囚人のジレンマ的な2企業が販売を採用するものではなく、 Coase(1972)が主張するような耐久財

市場においてレンタルを両企業が採用することを示している。つまり戦略的貿易政策の新たな視点

として、耐久財市場におけるある種の市場の失敗を回避するための政策介入として評価できること

を示している。

本稿の分析は以下の流れとなっている0第2節ではモデルの概要が説明され、第3節では耐久財

市場のもとの戦略的貿易策の効果が4つのケースに分かれて分析される。第4節は結論である。

2.モデルの概要

一般的な戦略的貿易政策の仮定に基づき、自国企業(h)と外国企業V)が存在し、各企業は第

三国市場に耐久財を輸出しているO各企業の第三Bl市場への供給量はそれぞれ、x、yと表され、

同質的な財である。自国企業と外国企業は第三国市場にのみ耐久財を供給している。耐久財を生産

するための費用は一般性を失うことなく、単純化の仮定のため、存在しないO第三国市場では耐久

財に対して異なった選好を持つ連続的な消費者が存在する。この消費者は2期閤生存し、各期間を

それぞれ第1期および第2期とし、i-1、i-2と表す。単純化の仮定として時間選好率は考えない。

耐久財に対する異なった選好は右下がりの需要曲線として表すことができ、単純化の仮定として線

形的な需要関数を仮定し、逆需要関数はp=a-玩+y)と与えられる4)A
。pは第三国市場における

耐久財の価格を表すO自国企業と外国企業は第三国市場における耐久財の供給方法としてレンタル

(リース)と販売のいずれかを第1期の期首時点において同時手番で決定し、2期間にわたり、同

一の方法で供給する。本稿のレンタルと販売の違いは第1期においてのみ異なる。第1期において

レンタルで耐久財を取得した消費者は第1期の期末時点でその財を返却し5)、第2期において再度

レンタルで財を取得しても購入しても第2期時点において耐久財の価値は失われるので、第2期時

点においてはレンタルも販売も同一である。一方、第1期の時点で耐久財を購入した消費者はその

財を2期間にわたり、保有するので、第2期において耐久財を購入あるいはレンタルすることはな

い。従って、第1期における消費者の決定がレンタ)I,と販売の違いとなるo

BrmderandSpencer(1985)と同様に自国政府は自国企業に対して輸出補助金を与えるか、ある

41 Takahashi(2006)では一般的な需要関数を仮定して分析している0

5)返却された財はそれぞれの輸出国にいったん返却されるものとする。そして第2期において改めて第三

国へ向けて輸出される。
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いは輸出税を課す。本稿の特徴は自国政府の貿易政策を与えるタイミングが重要となる。既に述べ

たように自国企業と外国企業が同時手番でレンタルあるいは販売のいずれかを採用し、その後、第

三国へ2期間にわたり輸出する。その過程で自国政府は両企業が第三国への供給方法を決定した後

に輸出補助金あるいは輸出税の水準を決定するケースを考えるoそこで以下の分析のゲームの流れ

は第1段階で両企業が同時手番で供給方法を決定し、それを受けて自国政府が輸出補助金あるいは

輸出税の水準6)を決定するoそしてそれを受けて更に両企業が第1期および第2期において第三国

への輸出量を同時手番で決定する。上記の均衡概念は部分ゲーム完全均衡であり、通常の手続きに

従い、バックワードに解くことになるo

3.耐久財市場における戦略的貿易政策の効果

自B]企業および外国企業の第1期および第2期の供給量はそれぞれ血x左、 yi、 ykii-R、 S)と

表されるo両企業がレンタル(R)と販売(S)のいずれかを採用した時の供給量を表す。両企業の

ゲームにおいて既に述べたようにまず最初に供給方法の決定を行うOその戦略の組み合わせは(自

国企業、外国企業) - i(レンタル、販売)、 (販売、レンタル)、 (販売、販売)、 (レンタル、レン

タル),となるoそこで以下の分析では以上の4通りの組み合わせに分けて分析するD

3…1.自国企業:レンタル、外国企業:販売

3…1…1.第2期

第2期の両企業の供給量の決定から考える0　日Bl企業はレンタルであるので、第1期の期末時点

で自国企業よりレンタルを受けた消費者はその財を返却するo一方、外国企業より第1期において

財を購入した消費者は第2期も保有しているので、第2期における両企業が直面する(逆)需要曲線

はtfs-a-yf-(が+3^)となるo lgSは第2期のおける自国企業がレンタル、外国企業が販売を行う

ときの耐久財の財価格7)であり、 yEは外国企業の第1期の耐久財の販売量であり、ガは第2期のお

ける自国企業のレンタルによる供給量であり、 ygは外国企業の第2期における販売量であるoこれ

より自国企業と外国企業の利潤に上記の需要曲線を代人すると、

id- (a一〆- (ガ+ji))が+sd

rf- (fl -j*- tが+メ))j#

となる　nおよび呼は自国企業と外国企業の第2期の利潤をそれぞれ表し、既に述べたように自国

6)税および補助金はいずれも従量タイプとする。

7) 2期間モデルのであるので、第2期において耐久財の価値は失われるので、既に述べたように第2期に

おいてレンタルおよび販売は違いは存在しないので、同一の価格で評価できる。
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企業も外国企業も耐久財を生産するための費用は存在しないものと仮定している。 Sは自国政府に

よる1単位当たりの輸出補助金の水準8)を表すO輸出補助金は第1期および第2期いずれも同一の

水準である。また、自国企業がレンタルおよび販売のいずれを採用しても輸出補助金は与えられる

ものとする(1)および(2)より一階条件を求め、両企業の供給量を求めると、

a-:vf+2s .-_fl-tf-S
y*=^吉

となるO　これより第2期の均衡価格は

pf -旦二直コ
3

とJ.'tJ、,

(3)

3…1.2.第1期

第1期においてはレンタルで供給する自国企業と販売という形式で財を供給する外国企業が第三

国市場で並存しているO耐久財の販売価格を〆とし、第1期の耐久財のレンタル価格をガととす

るとき、第2期の価格は〆Sであるので、裁定条件が成立しているので、

節-pf十〆S

という関係を満たしている9)0

(4)

次に需要サイドについて考察する。第1期において耐久財を外国企業より購入する限界的な消費

者は第1期における留保価格はa-xf-yfであり、この留保価格のもとで、限界的な消費者は第1

期において耐久財を購入した場合の消費者余剰が第2期において耐久財を購入した場合の消費者余

剰が無差別となっているo従って、 2(fl-が-M)一〆=(a-好一〆)1ぎSが成立するOこれに(3)を

代入し、生理すると、第1期において耐久財を販売する外国企業が直面する需要関数が導出され、

81輸出税の場合、 S<0となるo

g)第1期の販売価格は2期間の使用を前提としているので. 2期間分の使用量が含まれている。従って、

第1期のレンタル価格と第2期の販売あるいはレンタル価格の和と等しくならなければならないo仮に

pl>pf+p2であるならば、第三国の消費者は第1期において耐久財を購入するよりも第l期においてレ

ンタルで耐久財を保有し、第2期においてレンタルあるいは購入のいずれかの方式のほうが安価である

ので、消費者は第1期においてレンタルを選択することになる。従って、第1期のレンタル価格が上昇

するかあるいは販売価格が下落することになり、裁定が成立する。
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4(a-yf) -が-S

となる(4)と(5)より第1期の耐久財のレンタルの需要曲線は

ガ=a-ガーyf

(5)

m

となる。自国企業と外国企業は2期間にわたる利潤の合計を最大化するようにそれぞれのレンタル

および販売の供給量を決定する。 (5)および(6)を用いて各企業の2期間にわたる利潤はそれぞれ

rl㌘- (a -x?-y?)x?+sx?+ (a -y?- (.諺+yi) )xS+&が　　　(7)

nf=
4(a -yF) -ばIS

y?+ (a -y?- (xS+yS) )yi　　　(8)

となるo rT㌘、 npは2期問にわたる自国企業と外国企業の利潤をそれぞれ表している(7)および

(8)より1階条件を求め、各企業の第1期の供給量は

m J　‥こ. ll,:I.、II.-

となる。これを(5)および(6)に代入すると、耐久財の第1期の販売価格とレンタル価格が求まり、

1・・1竿.

pf -主星血二立
こ35

となる0第2期の均衡価格および自国企業のレンタルの供給量および外国企業の販売量はそれぞれ

pぎ-旦碧

が28-響

:-こ. I:㌔
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3.1.3.戦略的貿易政策

自国の厚生は(7)より補助金を除いたものであり、第1期の供給量^-1
x]一撃、yF-址」虫35

を代入すると、自国の厚生は自国政府の輸出補助金の関数となる。従って、自国政府は自国の厚生

を最大化するように自国の輸出補助金を決定するので、1階条件を求め、これより自国にとって最

適な輸出補助金が求まり、

1t.

(9)

となる。 (9)を自国企業の2期間にわたる利潤、外国企業の2期間にわたる利潤、自国の厚生に代

入すると

nf-悪、 nf-望濫

W--鷲

(10)

(ll)

となる。 (10)において自国企業の利潤が外国企業の利潤を大幅に上回るのは当然の結果のように思

われる。しかし、自由貿易であるならばつまりS=Oであるならば、第1期の価格は〆>pfを満た

しているD　これは外国企業は第1期の供給量を抑制し、価格を引き上げ、第1期で購入する需要者

からより多くの利益が獲得可能であることを示している0 2期間の企業行動において第1期の販売

量を抑制することで、外国企業はシュタッケルベルグのリーダーのような優位な状況を構築してい

るo　このような状況下において自国政府はレンタルによる供給を行う自国企業に対して輸出補助金

を与えることで、故争関係を変化させているO　つまり輸出補助金により自国企業はレンタルの価格

を大幅に引き下げ、外国企業が販売価格を引き上げるのを抑制し、結果的に第1期における外国企

業の利潤を大幅に減少させている。

3.2.自国企業:販売、外国企業:レンタルのケース

3.2.1.第2期

自国企業は販売、外国企業がレンタルという形態で第三国への輸出を行うケースを考える。第2

期において両企業が直面する(逆)需要曲線はpiR=a-xf-(xi+メ)となる。〆Rは第2期における耐

久財のレンタルおよび販売の財価格であるO　これより自国企業と外国企業の利潤に上記の需要曲線

を代入すると、

7if- (a -xデー(滋+〆') )xi+sxiざ

nf- (a -xぎ- c*f+jtfサ〆

(12)

(13)
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となる(12)、(13)より1階条件を求め、これをもとに各企業の第2期の供給量は

・ I.'早∴I-'"::S

となり、また第2期の販売およびレンタルの価格は

J.SR-p2-也
3

搾VZ9

( 14)

(15)

3.2.2…　第1期

第1期においては販売で供給する自国企業とレンタ)I,で財を供給する外国企業が第三回市場で並

存しているo需要サイドは前節と同様に限界的な消費者を考え、 2(a-♂-Jtf一〆;}-(fl-が-J*)-

pgRが成立しているoこれに(15)を代入し、整理すると、第1期において耐久財を販売する外B]企

業が直面する需要関数が導出され、

¥{a-xぎ) -yf-s

となる。 (4)と(16)より第1期の耐久財のレンタルの需要曲線は

〆-a -x至LyF

(16)

(17)

となるo　自国企業と外国企業は2期間にわたる利潤の合計を最大化するようにそれぞれのレンタル

および販売の供給量を決定する。 (16)および(17)を用いて各企業の2期間にわたる利潤はそれぞれ

n㌘ i(a-xf) -yf-S *f+s*f+ (a-xf-捕+yァ))xi+徳(18)

nf(a -x!-y?)y?+ (a -y?- (xァ+yァ))yS (19)

となる(18)および(19)に(13)を代入し、 1階条件を求め、これより各企業の第1期の供給量は

-Ihi・・・ト・ i::.工-.、

となるO　これを(16)および(17)に代入すると、耐久財の第1期の販売価格とレンタル価格が求まり、
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齢品,R-2{6a-s)35

となるO第2期の均衡価格および自国企業のレンタルの供給量および外国企業の販売墓はそれぞれ

1 1、J言:

xe-響、 yF-響

となるO

3.2.3.戦略的貿易政策

自国の厚生は(18)より補助金を除いたものであり、第1期の供給量xF-土駕卑yF-讐譜

を代入すると、自国の厚生は自国政府の輸出補助金の関数となる。従って、自国政府は自国の厚生

を貴大化するように自国の輸出補助金を決定するので、 1階条件を求めると、

・・ ]:.・: (20)

となる。これは負の億をとっているので、自国の政策は輸出補助金ではなく、輸出税が最適な政策

となり、(20)はその水準を表している。 (20)を自国企業の2期間にわたる利潤、外国企業の2期間

にわたる利潤、自国の厚生に代入すると、

・B"-莞欝・ ufR-薯富

WSR -慧富

(21)

(22)

となる。自国企業が販売、外国企業がレンタルのケースで自国の政策が輸出税となるのは、自国企

業の第1期の販売量を抑制させることにより、第三国市場における財価格を上昇させ、結果として

第1期において自国企業の利潤を高めることが目的である。自国企業が販売と外国企業がレンタル

のケースでは両企業の供給量は戦略的な補完関係にあることを示している。

3.3.自国企業:販売、外国企業:販売

3.3.1.第2期

自Bl企業および外国企業がともに販売を選択しているとき、第2期のにおいて両企業が直面する

需要曲線はl㌘= (a-x卜yf)-xi一度となる。脚ま第2期において両企業が共に販売を選択してい
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る時の価格であるo　これを用いて第2期における自国企業と外国企業の利潤はそれぞれ

ii- i(a -xf-yi) -xi-yS]xi+sxァ

tf- [(ォー*f-J?) -xS-S]yl

となる(23)および(24)より一階条件を求め、両企業の供給量を求めると、

a-xf-y+25

となる。これより第2期の均衡価格は

1∴
a-X¥-yf-s

a -xf-yf-s

(23)

(24)

(25)

(26)

となるO

3.3.2.祁l明

第1期においては販売で供給する自国企業と外国企業が第三国市場で存在している。需要サイド

は前節と同様に限界的な消費者を考え、 2(a-jrfJy?)-が- ¥a-x¥-& -p至が成立している。これ

に(15)を代入し、整理すると、第1期において耐久財を販売する自国企業と外国企業が直面する需

要関数が導出され、

I '.' 、l

(27)

となる。

自国企業と外国企業は2期間にわたる利潤の合計を最大化するようにそれぞれ販売の供給量を決

定する(27)を用いて各企業の2期間にわたる利潤はそれぞれ

nf=

n?-

4(a -xf-yf) -s

AKa-xf-yv -s

]かsxf+[(a-xf-yf)-xi-yァ]xi+SXS (28)

Nf+ [(a -r卜yf) -∬卜〆Gjf　　　　(29)

となる。 (28)および(29)に(25)を代入し、 1階条件を求め、これより各企業の第1期の供給量は
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言、ゝ・il ・ !"・*/

となる。これを(27)に代入すると,耐久財の第1期の販売価格が求まり、

〆-4畳語

となる。第2期の均衡価格および自国企業のレンタルの供給量および外国企業の販売量はそれぞれ

が-生碧、 xi一撃、〆-雪芦

となるo

3…3.3.戦略的貿易政策

自国の厚生は(28)より補助金を除いたものであり、第1期の供給量か響、 yf=撃を

代入すると、自国の厚生は自国政府の輸出補助金の関数となる。従って、自国政府は自国の厚生を

最大化するように自国の輸出補助金を決定するので、 1階条件を求めると、

S-逮 (30)

となるO　これは負の億をとっているので、自国の政策は輸出補助金ではなく、輸出税が最適な政策

となり、 (30)はその水準を表している。 (30)を自国企業の2期間にわたる利潤、外国企業の2期間

にわたる利潤、自国の厚生に代入すると

w-笥諾・ w-望窟

I"*;

となるO

(31)

(32)

3.4.日回企業:レンタル、外国企業:レンタル

自国企業と外国企業はともに毎期同一の需要曲線が'R-a-x?-y?{i-l、 2)に直面している。 PRR

は両企業がレンタルを採用している時の第1期および第2期の価格である。 Brander-Spencer型

の戦略的貿易政策の単純な線形モデルが適用できる。従って、各期の自国企業および外国企業の利

潤に上記の需要関数を代人したものは
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冗4- ia-xi -yi)が+sxf

形- (fl -が-y?)y?

(33)

(34)

と与えられる。第2期から考えるならば、第2期における各企業のレンタルの供給量は(33)および

(34)の1階条件から求まり、

xF-聖、 y5-守 (35)

となる(35)の結果は第1期においても同様に成立する。従って、自国政府は自国の厚生を貴大化

するような輸出補助金の決定するので、自国の厚生は(34)より輸出補助金を除いたものであるた

め、 WRR=2(a一㌦-/)がとなる。上式に(35)を代入し、輸出補助金水準に関して1階条件を求め

ることにより最適な輸出補助金が求まり、

-as= (36)

となる。各企業の2期間にわたる利潤は(33)および(34)をそれぞれ2倍したものである。従って、

(36)を(33)、 (34)および(35)に代入し、自国企業と外国企業の利潤が求まり、

nKR-h一誓、nf-普

となる。また、自国の厚生は

W--雲

と>,*.ら.、

(37)

(38)

3.5.自国企業と外国企業の供給方法の決定

ゲームの第1段階は同時手番で自国企業と外国企業が第三国市場への供給方法を決定する。従っ

て、標準型で記述するならば、利得表は表1となる(10)、(21)、(31)、(37)より自国企業に関して

はnァR>uf、 r1g;>ngsを満たし、外国企業に関してはnf>nf、 nf>n/sを満たしているので、

Nash均衡は自国企業および外国企業は共にレンタルを採用する。自国の厚生を考えるならば、(ll)、

(22)、(32)、(38)よりNash均衡となる(レンタル、レンタル)の状態が最大となる。
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表1供給方法の決定

自USM 外国企業

レンタル 販売

* 'I rlだ、n n 炉、H P

販売 n ㌣、n ;- n ㌘、n P

会見　自国企業および外国企業が第三国市場において耐久財を輸出するとき、自国政府による輸出

補助金政策により両企業は供給方法として(レンタル、レンタル)を選択する。

Poddar<2004)は既に指摘したように耐久財の複占市場において2企業が(販売、販売)を選択す

るという命題を導出した　Poddar(2004)を本稿のような第三国への輸出型モデルで考えても自由

貿易のもとでは同様の結論となる。つまり戦略的貿易政策は2企業間の供給方法を変化させている。

戦略的貿易政策によって、自由貿易の状態で(販売、販売)を選択している企業がなぜ供給方法を

変化させるのかを考えるo　自国企業にとって販売を選択した場合、既に説明したように自国政府は

輸出税を課すことで、自国企業の輸出量を抑制しようとする。これは第1期において両企業が第三

国市場での販売価格を上昇させるo　これは第1期の需要量を減少させることとなり、結果として自

国企業の利潤を低下させる。更に第2期においても同一の政策が採られるために輸出量が抑制され、

自国企業の利潤が大幅に低下することになる。従って、自国企業にとってレンタルは支配戦略であ

る10)-　自国企業がレンタルを採用する状況下において外国企業は販売を選択した場合、自国政府の

輸出補助金政策により、レンタル市場に第三国市場の需要者を大幅に奪われてしまう。そのため、

自らもレンタルを採用せざるを得ない状況となる。

:. ・・r i

本稿の結論は自国の戦略的貿易政策のタイミングに依存することをまず指摘しなければならないo

本稿のケースは自国企業と外国企業が第三国市場での供給方法を決定した後に、政策内容が決定さ

れるoつまり、供給方法が自国政府の政吉削こ影響を与え、自国政府の政策はBrander and Spencer

型と同様に第三国市場での供給量に影響を与える政策である。しかし、政策のタイミングが供給方

法の決定以前に行われるならば、供給方法そのものが政策の影響を受けることとなり、本稿の結論

は大幅に変化するD　自国の政策が供給方法にコミットできるか否かにより結論は大幅に異なるO

101本稿では分析されていないが、第1期と第2期の期首時点で自国政府が輸出補助金あるいは輸出税かを

決めることが可能であるならば、自国企業が販売を選択している場合には第l期において輸出税が選択

され、輸出最を抑制し、自国企業の利潤を高め、更に第2期では輸出補助金を与えて輸出宜の拡大がは

かられるO詳しくはTakahashi{2006)を参照。
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また、政策そのものもいったん決定されると固定化されるケースを考えているが、第2期の期首

時点で政策内容を変更できるケースを考えるならば、更に緒論は変化するo　このように既に知られ

ていることであるが戦略的貿易政策に一般的な結論は存在しない。

また、本稿の特徴はBranderandSpencer型の統合された市場ではなく、レンタルと販売という

セグメントされた市場であることが、戦略的貿易政策の効果に影響を与えていることも考慮に入れ

なければならない。
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